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中所得国の罠に関する論点整理―生産性と高度人材の移動に着目して― 

佐藤惣哉 

1. はじめに 

中所得国の罠とは、一般的には経済が低所得国の水準であった発展途上国が経済成長に

より中所得国の水準に達した後、経済開発のパターンや戦略を転換できず経済成長率が長

期にわたって低迷し、経済が先進国のような高所得国の水準に到達できない現象のことで

ある1。本ワーキングペーパー（以下、本稿と表記）では、中所得国の罠に関する様々な議

論の中から、「生産性」と「高度人材の移動」という観点から論点整理を行い、さらに対象

国の所得水準と教育支出のデータを用いて考察することを目的とする。 

本稿は青山学院大学経済研究所の 2017 年度若手研究プロジェクト（研究テーマ：「アジ

ア諸国における「中所得国の罠」と人的資本蓄積の関連性についての実証的研究」）の助成

を受けており、その成果報告である。なお、2018 年度も同プロジェクトで継続研究を行っ

ているため、本稿は途中経過報告の位置付けである。 

 

2. 中所得国の罠をめぐる議論の論点整理 

2-1. 人的資本蓄積と生産性 

2-1-1. 生産性の定義 

まず、本稿で着目する生産性の定義について確認する。生産性の定義は非常に簡単なもの

であるが、誤解が生じやすいものとされている。例えば、生産性は企業の利益そのものであ

る、との誤解が挙げられる2。生産性(productivity)とは、簡単に言えば「一人当たり GDP

（国内総生産）」のことであり、より正確に述べると、「一定期間内に国内で生み出された付

加価値の総額（GDP の定義）」を国民の数で割ったものである。GDP の比較と同様に、国

際比較する際はそれぞれの物価水準の違いをもとに調整した「購買力平価調整済み」の一人

当たり GDP を用いるのが一般的である3。 

以下では、人的資本蓄積と生産性の関連についての論点整理を行う。 

 

2-1-2. 教育と経済の関連性についての基本的な考え方 

教育を通じた人的資本の質の向上はイノベーションとともに、経済全体の生産性や潜在

成長率の向上に寄与する基本的な要素である。教育の効果は教育を受けた人自身の賃金が

高くなるという「私的利益」だけではなく、社会全体へとプラスの影響（社会的利益）を与

                                                      

1 中所得国の罠に関する議論については、佐藤（2016a）、（2016b）、（2017）などを参照。 

2 生産性についての詳しい議論は、森川（2018）、アトキンソン（2018）を参照。 

3 アトキンソン（2018）pp.56-58 
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える。人的資本の質の向上は、知識のスピルオーバーなど様々な形で社会的に望ましい効果

を生み出す。様々な研究によると、地域内に高学歴の労働者が多いと地域全体の全要素生産

性（TFP）が高くなることを示しており、これは高学歴者自身の高い生産性にプラスして、

その人が持つ高度な知識から学ぶことを通じ、他の労働者の生産性が向上するというメカ

ニズムであると考えられる。さらに、教育のスピルオーバー効果は大卒以上かつ理工系卒業

者の外部経済効果がより大きいことが示されている。また、教育は賃金・生産性の向上とい

った経済的な効果に加え、犯罪率の減少や健康の改善といった非経済的な効果も持つため、

社会全体へのプラスの影響は非常に大きいと考えられる。クロスカントリーデータを用い

た経済成長の要因分析では、教育に関する説明変数が含められることが多く、平均教育水準

は成長率に対して説明力を持っている。一般的には国民の平均教育年数が 1 年長くなると

長期的に労働生産性を 5~15%高める関係にあり、生産性の水準ではなく生産性の上昇率を

被説明変数にして推計した場合は年率 0.3~0.5%の寄与度があると考えられている4。 

 

2-1-3. 学校教育と生産性 

教育と生産性の関係については、学校教育年数あるいは最終学歴が労働者の賃金に及ぼ

す効果の計測という観点から多数の研究がなされている。それら研究の大多数では教育水

準の向上が労働者の生産性を向上させ、経済成長に寄与するとの結果を示している。また、

教育投資の収益率も計測されており、先進諸国においては学校教育 1 年間の収益率は

5~10%程度であると推計されている。日本は他の先進国と比較して学歴間の賃金格差は小

さいとされているが、高卒者は中卒者に比べて 20%程度、4 年制大卒者は高卒者に比べて

20~30%の学歴賃金プレミアムが存在している。さらに近年では世界的に大学院教育の経済

的価値が高まっており、日本の場合は大学院卒業者の賃金は大学学部卒者に比べて約 30%

高いとされている5。 

大学教育の収益率についてのサーベイ論文によると、大学教育の内部収益率は 10％強で

あり、物的な設備への投資の収益率よりも高い結果となった。アメリカでは 2000 年代半ば

までの 20~30 年間に大卒労働者の相対賃金が大幅に上昇しており、IT などのスキル偏向型

の技術進歩、ルーティン労働のコンピューターにおける代替が背景にあると考えられてい

る。実際に大学の中でも自然科学や数学の専攻において高い収益率が観測されており、先述

の説明と整合的な内容となっている。一方、日本では大卒と高卒の賃金差はほぼ変化なく、

大卒者数の増加率がアメリカの 2 倍であったことがそのような結果になったと考えられる。 

2000 年代半ばより大卒者の賃金プレミアムは頭打ちになったのに対し、大学院賃金プレミ

アムは大幅に上昇し続けている。日本のデータを用いた大学院の賃金プレミアムに関する

研究では、大学院卒の労働者は学部卒者と比較して高い賃金を獲得していることが確認さ

                                                      

4 森川（2018）pp.67-68. 

5 森川（2018）pp.66-67. 
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れている。近年ではオーバードクターの問題が指摘されているが、統計的に見る限りでは日

本でも大学院教育の投資収益率は 10%を上回っていることが確認された。このことは IT の

普及などの技術進歩に伴い、大学院卒業者の非ルーティン的な高い知的スキルに対する需

要が増加していることを反映しているのではないかと解釈している。したがって、生産性向

上のためには大学・大学院教育の質的な充実が望ましいと考えられるが、現実には財政的な

制約があるため、市場の失敗に直接作用する費用対効果の高い手法が望ましいと考えられ

ている。これは助成手段の選択において、効率性だけではなく公平性の観点も必要であるか

らである。例えば高等教育への助成拡大は国全体の生産性向上という面からは望ましいか

もしれないが（効率性）、経済格差を拡大する可能性があるためである（公平性）。 

日本を含む OECD 諸国における高等教育への助成政策を比較し、効率性と公平性の観点

から政策手段の有用性を検討した論文によると、一般財源（税収）から大学や世帯への補助

は最も一般的な助成手段であるが、主に高学歴者が受益するために逆進性が存在し、所得格

差を拡大する方向に働いてしまうという結果が確認されている。そのため、高等教育への政

府の援助としては、一般財源（税収）による補助ではなく、就労後の所得に依存する形の融

資制度が望ましいとされており、実際にオーストラリア、オランダ、イギリスなどの国で導

入されている6。 

 

2-1-4. 「教育と経済成長の関係性の分析」についての問題点 

 平均教育年数などのデータを用いた前述の分析では、教育の「量」の部分に着目しており、

教育の「質」の部分を反映できていないという問題点が存在する。同じ年数の教育を受けて

いたとしても、国や地域によって教育の質が異なり、人的資本への寄与度が異なるという問

題点は存在する7。さらに、教育と経済成長の関係についての研究でよく挙げられる課題と

して、タイムラグの問題がある。例えば OECD 諸国の学力テスト（PISA: Programme for 

International Student Assessment）は 15 歳の生徒が対象であるため、彼らの教育の成果が

経済成長に影響を与えるのは、労働市場に参入し、付加価値を生み出し始める頃であり、早

くて 7~8 年後、大学院卒であれば 10 年後となる。そのため、学校教育の効果については短

期的には計測しにくく、長期的な観点から評価される必要がある8。 

 

2-1-5. 就学前教育の重要性 

シカゴ大学の Heckman が様々な論文で指摘しているように、人間のスキル形成には累積

的な性格があることから、就学前の人的資本投資の役割は極めて大きく、特に幼児期におけ

る役割が非常に重要であるとされている。例えば、PISA は 15 歳時点での学歴の指標であ

                                                      

6 森川（2018）pp.78-80. 

7 教育の質を考慮した研究例については、森川（2018）などを参照。 

8 森川（2018）pp.68-69. 
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るが、中等教育を改善すればその成績が高まるわけではなく、幼児期からの良好な家庭環境

や教育の蓄積が不可欠であるとされており、同様に大学・大学院教育を充実させてもそれ以

前の基礎的な学習が不足していた場合、高等教育の投資効率は低くなると考えられている。 

また、就職後の労働市場のパフォーマンスという観点からも、テストの成績や知能指数など

で測られる認知スキルだけでなく、勤勉性・自制心・協調性などの非認知スキルも重要であ

る。従来の先行研究では PISA のような国際的な学力テストのスコアと経済成長率は正の相

関があるとされているが、テストで測りにくい非認知スキルも純粋な認知スキルと同程度

の効果があると示す研究も存在する9。したがって、非認知スキルに影響を与える就学前教

育の重要性は高いことから、生産性向上につながる長期的な人的資本投資として就学前教

育も考慮した政策決定をする必要があると思われる。 

 

2-2. 人的資本蓄積と高度人材の移動 

様々な国が行っているイノベーション政策としては、インフラの建設・整備、研究開発資

金の提供、産学連携の推進、競争的でオープンな経済活動に向けた規制緩和、起業のための

優遇税制、知的財産権の保護などが挙げられる。その中でも最も重要視されるのがイノベー

ションを担う人材の育成、つまり教育である。イノベーションに深く関係する教育とすれば、

大学教育であると考えられる。なぜならば、大学教育は高度人材を育成するだけではなく、

学生の国際的流動化にも関与し、かつイノベーションを担う人材を労働市場に送り出す役

割を果たしているためである10。 

 さらに、イノベーションを担う人材を確保する意味では教育投資だけではなく、海外から

優秀な高度人材を受け入れることも一つの政策であると考えられる11。ここでは国際移動に

関する長所と短所、一般的な議論について整理する。まず、高度な教育を受けた人あるいは

専門的な職業に就いている人が他国に移住することを「頭脳流出（brain drain）」といい、

当初は科学者や技術者の流出という意味で使用されていたが、現在では高度人材の海外移

住一般を指している。頭脳流出は人材の送り出し国から見た表現で、受け入れ国側からだと

「頭脳流入（brain gain）」になる。また、頭脳流出と頭脳流入は 2 か国間で人材が一方向に

移動している場合を指すが、先進国間で見られるように 2 か国間で高度人材が双方向に行

き来する「頭脳交換（brain exchange）」や、海外で働く高度人材が母国に戻る「頭脳還流

（brain circulation）」というものも存在する。 

高度人材の移動は、主に発展途上国や新興国から先進国に向かって起こる。途上国では高

等教育を受ける人が少なくこれらの高度人材は希少な資源であるため、通常「頭脳流出」と

いう言葉にはネガティブな意味合いが込められていることが多い。さらに、高等教育に国が

                                                      

9 森川（2018）pp.80-81. 

10 村上（2015）pp.17-18. 

11 高度人材受け入れ政策や国際移動の現状について詳しくは、村上（2015）を参照。 
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支出している場合は投資の収益率が低くなるという側面もある。しかし、Meyer は高度人材

の海外移住は国にとっての損失ではなく、動員可能な海外資産とみなされるべきだと述べ

ている。したがって、海外在住の高度人材の価値を認識し、ビジネスなどでその国に進出す

る際、彼らとの繋がりを積極的に活用するなどの事例も存在している。 

 

表 1 高度人材の国際移動のメリットとデメリット 

送出し国 受入れ国 

【起こりうるプラスの効果】 【起こりうるプラスの効果】 

・受入れ国との間での知識のフロー ・R&D や経済活動の活発化 

・海外研究機関とのネットワーク構築 ・送出し国との間での知識のフロー 

・技術の輸出 ・移民による多様性と創造性の向上 

・海外移住者からの送金やベンチャーキャピタル ・技術の輸出 

・海外で成功した起業家がマネジメント経験や 

グローバルネットワークへのアクセスを提供 

・大学院の学生増加 

・教授や研究者の高齢化を抑制 

・国民の人的投資意欲の向上 ・人材不足による資金の高騰を抑制 

・個人の教育投資からの期待収益の増加 ・移民起業家による雇用創出 

・人的資本を高めた国民の帰国  

  

【起こりうるマイナスの効果】 【起こりうるマイナスの効果】 

・生産性の喪失 ・国民の高等教育からの締め出し 

・高等教育に対する公的投資からの 

収益率の低下 

・国民が高機能を獲得するインセンティブ

を喪失 

  ・ライバル国や敵対国に技術流失 

  

【起こりうるグローバル効果】 

・知識の国際的な普及 

・国際的な研究・技術クラスターの形成 

・人材とジョブのベターマッチ 

・稀少な人的資源に対する国際競争が個人の人的資本投資を動機付け 

（出所）村上（2015）p.29 

 

表 1 は高度人材の国際移動によって生じるメリットとデメリットを整理したものである。

送り出し側のメリットとしては、海外在住の高度人材を活用できることである。移住者が海

外でキャリアを築き、現地でのネットワークを構築することによってそのネットワークを

母国の企業・政府などに提供し、母国の経済発展に寄与できる可能性がある。このネットワ
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ークを維持できれば、人材を送り出した側にもメリットが存在する。さらにもし、将来的に

頭脳還流が生じれば生産性の低下は一時的なものになり、帰国した人材が海外で高めた人

的資本を発揮することによって、送り出し国も利益を得ることができる。帰国した人も海外

での経験や人脈を活かして母国での起業において成功を収めることもできるかもしれない。

このような帰国者や海外で活躍している人達がロールモデルとなり、母国の国民の教育へ

のモチベーションが高まるということもメリットとして考えられる。 

一方、受け入れ国側のメリットとしては高度人材を一時的であっても受け入れることに

よって生産性の向上につながり、特にスキルの高い人材が不足しているときには生産性の

低下を防ぐことができるかもしれない。また、移住してきた人が起業することにより地域の

雇用が増加することや、その人材の送り出し国との共同研究や共同ビジネスを行いやすい

というものも存在する。さらには様々な国から人材が流入してくることにより、受け入れ国

の多様性が高まるということも指摘されている。しかし、デメリットとしては移民によって

高等教育の機会や雇用の機会を奪われたりすると、受け入れ国の国民が不満を持つことに

よる社会の不安定化などの問題がある。さらに、頭脳還流の場合は現実にも問題になってい

るように、人の移動と共に知識や技術が流出してしまうというリスクも指摘されている。ま

た、上記のようなメリットとデメリットは二国間での移動が主な対象であるが、これが多国

間の移動になった場合、全体にとって望ましいことが起こり得る可能性がある。知識の国際

的な普及、国際的な研究や技術ネットワークの形成などにより、世界の多くの人々がイノベ

ーションの効果を享受できることになると考えられる12。 

 

  

                                                      

12 村上（2015）pp.26-30 
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3. 対象国の統計データと考察 

 前章で述べた中所得国の罠に関する論点整理を踏まえ、対象国の所得水準と教育に関す

る指標を比較し考察を行う。 

 

表 2 対象国の一人あたり実質GDP（国際ドル、2011 年価格、購買力平価調整済み） 

 国名 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 2017 年 

A 

シンガポール 34,345 44,921 51,706 61,974 72,116 81,741 85,535 

アメリカ 37,062 39,476 45,986 49,762 49,374 53,006 54,225 

ドイツ 31,287 33,653 36,765 37,704 40,429 43,938 45,229 

イギリス 26,828 28,682 33,266 37,160 36,367 38,839 39,753 

日本 30,582 32,425 33,872 35,658 35,750 37,883 39,002 

フランス 29,515 30,918 34,881 36,506 36,856 37,766 38,606 

韓国 11,633 16,566 20,757 25,517 30,352 34,178 35,938 

B 

マレーシア 10,552 14,601 16,310 18,577 21,107 25,002 26,808 

タイ 6,650 9,381 9,189 11,525 13,487 15,252 16,278 

中国 1,526 2,564 3,701 5,719 9,526 13,570 15,309 

インドネシア 4,625 6,013 5,806 6,825 8,433 10,368 11,189 

フィリピン 4,010 3,960 4,224 4,779 5,597 6,875 7,599 

ベトナム 1,453 1,955 2,562 3,406 4,408 5,555 6,172 

ミャンマー 743 927 1,306 2,275 3,721 5,057 5,592 

（出所）World Bank ”Education Statistics”より筆者作成。 

 

 表 2 は本稿で対象とする国の 1990 年以降の一人あたり実質 GDP を示す。対象国は東ア

ジア・東南アジア諸国の一部の国々と、比較対象としてアメリカ、ドイツ、イギリス、フラ

ンスを加えた 14 か国である。表 2 では対象国を 2017 年の所得水準が大きい順に並べ替え

ており、グループＡは高所得国（先進国）を、グループＢは中所得国を表している。この前

者が中所得国の罠に陥らずに経済成長を遂げた国であり、後者は中所得国の罠に陥ってい

ると（もしくは陥るとの懸念が）される国である。グループＡの高所得国は韓国を除き 1990

年頃から大幅な成長は見られないが、グループＢの成長のスピードは各国で異なるがどの

国も経済成長を遂げており、特に中国の伸びは顕著であるといえる。 
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表 3 教育支出がGDPに占める割合（%） 

 国名 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 

A 

シンガポール ― ― 3.32 3.22 3.11 ― 

アメリカ ― ― ― ― 5.42 4.99 

ドイツ ― 4.42 ― 4.28 4.91 4.81 

イギリス 4.06 4.84 4.07 4.98 5.77 5.63 

日本 5.37 3.47 3.52 3.37 3.64 3.47 

フランス 4.51 5.79 5.67 5.52 5.69 5.46 

韓国 3.08 2.99 3.45 3.90 4.67 5.25 

B 

マレーシア ― 4.34 5.97 4.49 4.97 4.98 

タイ 2.50 3.14 5.25 3.94 3.51 ― 

中国 ― 1.84 1.89 ― ― ― 

インドネシア 0.87 1.00 2.46 2.87 2.81 3.58 

フィリピン ― 3.04 3.27 2.43 2.65 ― 

ベトナム ― ― ― ― 5.14 ― 

ミャンマー ― 1.20 ― ― 0.79 2.17 

（注）一部の国のデータが欠損しており、その該当年の前後 1 年（2015 年のみ直近の 2017

年も対象）のデータで代替している。代替したデータについては以下のとおり。（カッコ内

はその代替年を表す） 

1990 年：日本、タイ、インドネシア（1989） 

2000 年：フランス、韓国、中国（1999）、インドネシア（2001） 

2005 年：ドイツ、マレーシア（2006） 

2010 年：韓国、フィリピン（2009）、ミャンマー（2011） 

2015 年：アメリカ（2014）、日本（2016）、ミャンマー（2017） 

（出所）World Bank ”Education Statistics”より筆者作成。 

 

 表 3 は対象国の教育支出が GDP に占める割合を表す。グループ A の全体としては対

GDP 比で 3~5%程度の水準である。日本は 1990 年から 1995 年にかけて減少が見られるが

どの国も年々増加傾向にあり、特に韓国は 1995 年以降大幅に増加している。グループ B の

全体としては対 GDP 比で 2~5%程度であり、グループ A との違いはそこまで見られない。

所得水準がグループAに近いマレーシアとタイは教育支出の水準も同じような傾向にある。 
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表 4 高等教育（tertiary）への支出がGDPに占める割合（%） 

 国名 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 

A 

シンガポール ― ― ― ― 1.09 1.00 

アメリカ ― ― ― ― 1.39 1.37 

ドイツ ― 1.02 ― 1.08 1.33 1.25 

イギリス 0.83 1.14 0.71 1.11 0.95 1.29 

日本 1.28 0.42 0.53 0.58 0.73 0.75 

フランス 0.69 1.02 1.00 1.16 1.29 1.25 

韓国 0.30 0.24 0.47 0.54 0.80 1.00 

B 

マレーシア ― 0.87 1.91 1.98 1.71 1.13 

タイ 0.33 0.68 1.07 0.85 0.58 ― 

中国 ― 0.36 ― ― ― ― 

インドネシア 0.20 0.34 ― ― 0.45 0.57 

フィリピン ― 0.50 0.45 0.32 0.32 ― 

ベトナム ― ― ― ― 0.74 ― 

ミャンマー ― 0.27 ― ― 0.15 0.24 

（注）一部の国のデータが欠損しており、その該当年の前後 1 年（2015 年のみ直近の 2017

年も対象）のデータで代替している。代替したデータについては以下のとおり。（カッコ内

はその代替年を表す） 

1990 年：日本、タイ、インドネシア（1989） 

2000 年：フランス、韓国、中国（1999） 

2005 年：マレーシア（2004）、ドイツ（2006） 

2010 年：韓国、フィリピン（2009）、ミャンマー（2011） 

2015 年：アメリカ（2014）、日本（2016）、ミャンマー（2017） 

（出所）World Bank ”Education Statistics”より筆者作成。 

 

 表 4 は対象国の高等教育への支出が GDP に占める割合を表す。グループ A の中で日本

の水準がやや低いが、全体としては対 GDP 比 1%前後の水準である。また、日本の教育支

出は 1990 年から一時的に減少傾向にあったが、概ねどの国も大きな変化はない。ただし、

韓国のみ水準の増加率が大きいといえる。グループ B はマレーシアがやや高めであり前者

の水準に近いが、それ以外の国は 1%未満であり前者と比較して水準が低い傾向にある。さ

らに、中所得国の罠に陥っていないと考えられるフィリピン、ベトナム、ミャンマーのうち

ベトナムが若干高めではあるが、その水準は低いといえる。 
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表 5 就学前教育（pre-primary）への支出がGDPに占める割合（%） 

 国名 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 

A 

シンガポール ― ― ― ― ― ― 

アメリカ ― ― ― ― 0.35 0.32 

ドイツ ― ― ― 0.36 0.45 0.46 

イギリス 0.15 0.11 0.37 0.29 0.30 0.19 

日本 0.19 0.08 0.09 0.09 0.10 0.10 

フランス 0.48 0.65 0.61 0.63 0.66 0.69 

韓国 0.03 0.03 0.03 0.06 0.10 0.49 

B 

マレーシア ― 0.01 0.06 0.07 0.06 0.15 

タイ ― 0.05 0.57 0.54 0.20 ― 

中国 ― 0.03 0.03 ― ― ― 

インドネシア ― ― ― ― 0.02 0.06 

フィリピン ― 0.01 ― ― 0.04 ― 

ベトナム ― ― ― ― 0.68 ― 

ミャンマー ― ― ― ― ― 0.01 

（注）一部の国のデータが欠損しており、その該当年の前後 1 年（2015 年のみ直近の 2017

年も対象）のデータで代替している。代替したデータについては以下のとおり。（カッコ内

はその代替年を表す） 

1990 年：日本（1989）、韓国（1991） 

2000 年：韓国、中国（1999） 

2005 年：マレーシア（2004）、ドイツ（2006） 

2010 年：韓国、フィリピン（2009） 

2015 年：インドネシア（2014）、日本（2016）、ミャンマー（2017） 

（出所）World Bank ”Education Statistics”より筆者作成。 

 

表 5 は対象国の就学前教育への支出が GDP に占める割合を表す。グループ A の中でア

メリカ、フランス、ドイツの水準が比較的高く、韓国は直近の 2015 年に上昇している。日

本はこのグループの中では低水準にあり、グループ B に近い水準にあるが、全体としては

グループ A の方の水準が高いといえる。グループ B はタイとベトナムが高い年もあるが、

全体としてはグループ A に比べて低い傾向にある。また、このグループの中ではマレーシ

アの所得水準が最も高いが、就学前教育への支出は低い水準にある。 

以上の図より、教育支出全体としては高所得国のグループＡも中所得国のグループＢも

それほど違いは見られないが、高等教育においては前者のグループの方が高水準であり、就

学前教育であるとその違いは顕著な傾向にあるといえる。 
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4. おわりに 

 本稿は中所得国の罠に関する様々な議論の中で、特に生産性と高度人材の移動に着目し

て論点整理を行い、さらに対象国の所得水準と教育支出のデータを用いて考察を行った。本

稿のまとめとしては以下のとおりである。中所得国の罠の要因については佐藤（2016a）で

も指摘したとおり様々なものがあるが、その中でイノベーション不足によって労働集約的

な産業中心の途上国型経済構造から、技術集約的な産業中心の先進国型経済構造への転換

が進まず、経済が停滞するということが挙げられている。本稿で確認した、イノベーション

に関係が深い高等教育段階への教育支出、さらには森川（2018）が指摘するように非認知ス

キルに影響を与える就学前教育への支出は、先述の産業構造の転換や生産性向上に何らか

の影響を与えることが示唆される。 

しかし、あくまでも本稿は論点整理と統計データの比較からの結論であり、定量的な分析

ものではない。定量的な分析による研究については、継続研究である 2018 年度の同プロジ

ェクトの成果報告で行う予定であるため、その点については引き続き今後の研究課題とし

たい。 
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